














（活動体制の確立） 





（関係機関との連携） 

第２８条 本社対策本部は、県対策本部及び関係機関等と緊密に連携し、的確な国民

保護措置の実施に努めるものとする。 

（旅客等への情報提供） 

第２９条 本社対策本部は、旅客等に対し列車の運行状況等の情報を、駅構内放送、

車内放送、当社ホームページ等を活用して、適時かつ適切に提供するよう努めるものと

する。 

（警報の伝達） 

第３０条 石川県知事から警報の通知を受けた場合には、別に定める防災規則により、

社内において迅速かつ確実な伝達を行うとともに、当社施設利用者への伝達に努める

ものとする。 

（当社施設の適切な管理及び安全確保） 

第３１条 本社対策本部は、県対策本部からの指導等により当社施設について、安全の

確保に十分配慮の上、巡回の強化など安全確保のための措置を講ずるよう努めるものと

する。 

２ 当社施設等について、施設利用者や旅客の誘導が必要となった場合には、的確か

つ迅速な判断により、災害や事故への対応に準じて行うものとする。 

 

 



（避難住民の運送） 



（運送の維持） 



２ 応急の復旧にあたっては、被害の拡大防止及び被災者の生活確保を最優先に行う




	北陸鉄道株式会社　国民保護業務計画

